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２０２４年度も、食品業界を取り巻く諸問題に迅速に対応し、会員に向けて的確に

情報提供を行うと共に、ウスターソース類の消費拡大に係る事業を中心に、以下の事

業を実施した。 

 

１．消費対策事業 

（１）「ワクワク EXPO with 第 19 回食育推進全国大会 in おおさか（大阪市、2024 年

6月 1日～2日）」への出展 

全国トマト工業会と共同で出展し、来場者へウスターソース類に関わる情報

等を提供すると共に、クイズを実施し理解度を深めた。 

◇出展内容 

①ウスターソース類の展示（会員メーカーの製品、30社・75種類） 

②ウスターソース類に関する情報パネルの展示 

③ウスターソース類に関するクイズの実施（参加者へ景品を提供） 

◇日本ソース工業会出展ブースへの来場者数 

①クイズ参加者 

1日目：900名、2日目：900名、2日間合計：1,800名 

     ②配布物（小冊子、レシピのセット）の配布数 

      1日目：900部、2日目：900部、2日間合計：1,800部 

     ※大会会場（全体）への来場者数は、2日間合計で約 3万人。 

 

（２）「ソースマイスター検定」の立上げ準備 

ウスターソース類の認知拡大と消費拡大を目的とし、ウスターソース類に関

する検定の立上げ・運営を 2025 年度に向けて実施するため、消費対策委員会

を開催（2024 年 5 月 21 日、7 月 23 日、11 月 5 日）し、検定の概要（検定の

名称、階級、問題内容、実施方法、合格者への特典等）を策定した。 

（2025年 7月上旬に一般公開予定） 

 

２．情報提供等事業 

（１）業界の円滑な運営及び啓発普及を推進するため、会員企業に向け、メールやホ

ームページを利用して、関係情報の提供を行った。 

（２）テレビ、新聞及び機関紙等の各種媒体に対し、ウスターソース類に関する情報

提供等の対応を行った。 

①テレビ朝日「スーパーＪチャンネル」 

ウスターソース、中濃ソース、濃厚ソースの違いについて情報提供。 



 

   ②関西テレビ放送株式会社「ちゃちゃ入れマンデー」 

    ご当地ソースの使い方について情報提供。 

③ＮＨＫ名古屋放送局「まるっと！」 

    「全国 1600名を対象に行ったソースアンケート」について情報提供。 

 

３．技術対策事業 

（１）「ウスターソース類」の表示ルールの見直しにおいて、全会員へ要望等につい

てアンケート調査を行い、その回答結果をもとに技術委員会を開催し（2024

年 11月 28日、2025年 1月 29日）、消費者庁立会いの下、業界案の策定を行っ

た。 

（２）「ウスターソース類」のＪＡＳ規格の改正について、技術委員会を開催（2024

年 4 月 10 日）、業界案を策定し、ＪＡＳ調査会（2024 年 7 月 16 日）への対応

を行った。 

（３）食品ロス削減に関して関係機関と連携して対応した。 

（４）「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」等の環境問題について

関係機関と連携して対応した。 

（５）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化、営業許可制度等の食品衛生法に関わる

諸問題について、関係機関と連携し対応した。 

（６）加工食品の輸出促進等について、関係機関と連携して対応した。 

（７）食品表示基準に関する情報提供を行った。また、会員からの個別の問合せに対

応した。 

（８）（一財）全国調味料・野菜飲料検査協会が実施した「ＪＡＳ認証工場品質管理

担当者専門講習会」（2024年 10月 23日～24日、東京）に協力した。 

 

４．原材料対策事業 

（１）トマトペースト等の輸入実績をはじめ、国内外の原材料情報について、ホーム

ページや事務連絡を通じて提供した。 

（２）1.8Ｌ壜再利用事業者協議会との連携により、業界内における 1.8Ｌ壜の利用及

び回収に関する調査をはじめ、容器包装やリサイクル問題等について対応した。 

 

５．企業振興対策事業 

（１）会員企業を対象とした経営及び技術向上のための研修会を開催した。 

   （2025年 2月 19日～20日、流山市～野田市、14社 32名出席） 

◇講演「湖池屋のご指摘対応とお客様の声の活用」 

  株式会社湖池屋 お客様センター センター長 三上賢治 氏 

◇会員社ウスターソース製品の品評会 

◇視察「キッコーマンフードテック株式会社本社工場」「もの知りしょうゆ館」  

（２）廃棄物の減量化及び公害防止に係る環境税制等の問題について、関係機関と連

携を図りながら業界の実情に即して対応した。 

（３）金融、税制問題について関係機関と連携し対応した。 



 

（４）食品産業ＰＬ共済を通じてＰＬ法に対応した。 

 

６．会議等 

（１）総会、理事会 

通常総会   2024年 6月 5日 

理事会    2024年 5月 22日（書面）、6月 5日、9月 5日、12月 5日、 

2025年 3月 6日 

（２）関係団体会議 

（一財）食品産業センター、（一社）日本農林規格協会、その他関係団体が開

催した各種会議に出席した。 

 

７．会員異動状況 

2025年 4月 1日現在 60社 

入会  なし 

退会  神谷醸造食品㈱ 

         

以上 

 

 

 

 

 

事業報告附属明細書 

 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34条 3項にあります事業

報告の内容を補足する重要な事項はありません。 


